
●工程表
( )

（当初契約時）

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

（変更時）

●コリンズ
(旧工事カルテ) ( )

（当初契約時）

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( )

（変更時、完成時）

●品質証明
( )

（契約後）

（契約後）

（検査の前等）

（検査の前等）

( )

（当初）

（施工時１回程度）

（施工時１回程度）

（検査の前等）

( )

（契約後）

全工事対象

7

1-Ⅰ-1

8

1-Ⅰ-1

9

1-Ⅰ-1

10

1-Ⅰ-1

全工事対象

｢施工プロセス」チェックリスト

①本チェックリストは、共通仕様書、契約書等に基づき、施工に必ず必要なプロセスが適切に施工されているかを監督職員等が確認する。
②チェック欄では、書類もしくは現場等で確認した月日、及びその内容がＯＫであればレマークを記入し、ＯＫでなければ空欄とする。
③表内の赤字箇所は、令和2年度静岡市建設工事共通仕様書適用工事を対象とするため、適用外工事については読み替えて使用する。
④表内の青字箇所は、令和２年10月1日の建設業法改正に伴い変更された項目。

別紙５

6

1-Ⅰ-1

工事担当課名：

・品質証明は、出来形、品質及び写真
管理等、工事全般にわたり実施したこ
とが確認できる。  （検査の前等）

5B

1-Ⅰ-1
1-Ⅰ-4

・掛金収納書を指定の様式に添付し、
当初契約締結後１ヶ月以内に提出し
た。

担当監督員 ：

・労災保険関係の項目が現場の見やす
い場所に掲示している。

・品質証明員通知書、資格、経歴書を
提出した。

・品質証明員のチェックが工事全般に
いきわたり、工事書類に不備がない。

・建設業退職金共済証紙の配布を受け
払い簿等により適切に管理しているこ
とが確認できる。

 当初請負代金額１億円以上の工事及び低入札価格調査対象工事に適用。
『品質証明員通知書』、『資格証の写し』、『経歴書』が提出されている
か確認。資格は技術士もしくは１級土木施工管理技士、かつ現場経験10年
以上。

提
出

提
出

確
認

提
出

確
認

当初請負代金額1億円
以上又は、低入札価
格調査の場合

・事前に確認を受け、変更契約締結後
に登録機関に登録申請した。

全工事対象
(請負代金500万円
以上）

4

1-Ⅰ-1
1-Ⅰ-4

・品質証明の実施時期を施工計画書に
記載した。

3B

1-Ⅰ-1
1-Ⅰ-4

2B

1-Ⅰ-1

3A

1-Ⅰ-1
1-Ⅰ-4

・施工中及び検査前に品質確認を行
い、結果を品質証明書により提出し
た。

提
出

5A

1-Ⅰ-1
1-Ⅰ-4

当初請負代金額1億円
以上又は、低入札価
格調査の場合

確
認

１．工 事 名
２．工  期 明治33年1月0日 〜 明治33年1月0日

判定 着手前対象

チェック内容

（チェック時期）

書類の提出遅れや監督員による修正があった場合は、空欄としチェックしない

全工事対象

施工中の確認方法等

工期変更が生じた
場合対象

当初請負代金額1億円
以上又は、低入札価
格調査の場合

変更契約した場合
対象（金額のみの
変更時は不要）

考
査
項
目

細
別

確認項目

確
認
方
法

・事前に確認を受け、契約締結後土日
祝日を除き10日以内に登録申請した。

・工期変更が伴う変更契約締結後、変
更工程表を提出した。 提

出

１
施
工
体
制

Ⅰ
施
工
体
制
一

提
出

1A

1-Ⅰ-1

・当初契約締結後30日以内に、工程表
を提出した。

1B

1-Ⅰ-1

2A

1-Ⅰ-1

・「建設業退職金共済制度適用事業主
工事現場」の標識を現場に掲示してい
る。

完 成

確
認

当初請負代金額1億円
以上又は、低入札価
格調査の場合

 請負代金内訳書の提出がなされ、法廷福利費の額が適切かどうかを判定
する。適切でない場合、受注者への聞き取りを行い、その理由が記載され
ているかで判定する。
14日以内に提出されなかった場合は評価しない。

当初請負代金額1億円
以上又は、低入札価
格調査の場合

全工事対象

全工事対象

全工事対象

・法定福利費を明示した請負代金内訳
書が契約締結後14日以内に提出されて
いることが確認できる。

提
出

確
認

提
出

提
示

●請負代金
 内訳書

 提出された書面の記載内容（提出日付け等）に修正がなく、適切か判定
し、良好であればチェックを入れる。着手日選択制度の場合は、着手日以
降30日以内とする。

 施工計画書に品質証明の方法、時期、確認項目等が設計の意図を反映し
記載されていることが確認できればＯＫとする。

 品質証明員が、検査前に品質確認を行い、書類記載に間違いがなく品質
証明書の記載がされていて、良好であればＯＫとする。

 検査前に提出された書類を確認し、修正や差替えがなく、品質証明員が
確認する体制が機能していることが確認でき、良好であればＯＫ。

 検査前に提出された書類に不備がなく、良好であればチェックを入れ
る。

建設業退職金共済組合等の加入、証紙を購入したうえで、掛金収納証（発
注者用）を指定の様式に添付し、工事請負契約締結後1ヶ月(電子申請方式
は40日)以内に発注課に提出されていれば判定欄にチェックを入れる。な
お、購入しない場合は、その理由を記載する。

 掲示物の確認(サイズ規定あり：A4/横297㎜×縦210㎜)については、工
事現場における施工体制点検チェックリストによる点検時の結果等をもと
に判定し、是正指導等がなければ判定欄にチェックを入れる。

 掲示物の確認(サイズ規定あり：縦25㎝以上×横35㎝以上)については、
工事現場における施工体制点検チェックリストによる点検時の結果等をも
とに判定し、是正指導等がなければ判定欄にチェックを入れる。

 監督員は完成図書提出時に確認、検査員は工事完成時に当該項目につい
て提示にて確認し判定する。

 指定の期日までに登録完了通知が送付されたか判定し、良好であれば
チェックを入れる。

○建設業退職金
 共済制度等



( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

（施工前、変更時）

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

（施工時、変更時）

●下請人通知書
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

（契約後、変更後）

（施工時１回／月程度）

（施工時１回／月程度）

（施工時１回／月程度）

（施工前、変更時）

（施工前、変更時）

○下請検査

（検査の前等）

（施工時１回程度）

○現場掲示物

（施工時１回程度）

（施工時１回程度）

○緊急対応

（施工中）

○支援体制

（施工中）

○工場製作
( )

( )

（施工中）

工場製作がある場
合対象

1３

1-Ⅰ-1
1-Ⅰ-3

下請けがいる場合
対象
(警備業除く)

下請けがいる場合
対象
(警備業除く)

補助者を決めてい
る場合対象

作業主任者等を必
要とする作業があ
る場合対象

全工事対象

下請けがいる場合
対象
(警備業除く)

下請けがいる場合
対象
(警備業除く)

下請けがいる場合
対象
(警備業除く)

1４

1-Ⅰ-1
1-Ⅰ-3

 完成図書提出時に、下請け成果の受取検査と下請けからの引渡し書類が
整備されていることを提示により確認する。
 建設業法に基づく確認項目のため、交通誘導警備業や地質調査等の委託
業者は下請け検査の対象にはならない。

・施工体制台帳に下請負契約書（写）
及び再下請負通知書を添付した。
(警備業は対象外)

確
認

工場製作がある場
合対象

確
認

・下請契約した場合、下請負人通知書
を提出した。(警備業は対象外)

下請けがいる場合
対象
(警備業除く)

・緊急指示、災害、事故等が発生した
場合の対応が速やかである。

下請けがいる場合
対象
(警備業除く)

下請けがいる場合
対象
(警備業除く)

・下請の施工体制及び施工状況を把握
し、元請けが下請けに対して技術的な
指導を行っている。(警備業は対象外)

・下請が行った作業成果を検査してい
る。受取り、引渡しが書面にて手続き
されている。(警備業は対象外)

115

1-Ⅰ-5

全工事対象

17C

1-Ⅰ-1

確
認

・元請負人（注文者）が下請工事の施
工に実質的に関与しており、下請け任
せにしていない。(警備業は対象外)

・施工体系図を現場の工事関係者及び
公衆の見やすい場所に掲示している。
(警備業は対象外)

下請けがいる場合
対象
(警備業除く)

提
出

11

1-Ⅰ-1
1-Ⅰ-3

17A

1-Ⅰ-1

確
認

12B

1-Ⅰ-1

確
認

1５

1-Ⅰ-1
1-Ⅰ-3

16A

1-Ⅰ-1
1-Ⅱ-9

確
認

確
認

提
示

12A

1-Ⅰ-1
1-Ⅰ-3

・施工体系図が適切に整備され、記載
のない業者が作業していない。
(警備業は対象外)

・施工体系図に記載されている主任技
術者及び施工計画書に記載されている
技術者が同一である。(警備業は対象外)

・施工体制台帳を現場に備え付け同一
のものを提出し、かつ対象業者に対し
て社会保険の加入・未加入・適用除外
を確認している。(警備業は対象外)

事象が発生した場
合対象

・工場製作期間における技術者を配置
している。工場製作時の技術者が施工
計画書に明確に記載している。
（施工中）

 設計書に工場管理費を計上する工事の際に、工場の管理技術
者を適切に配置していることが書面上で確認できるものが施工
前に提出されていれば評価する。

1110

1-Ⅰ-10

・機械設備、電気設備等について、製
作工場における社内検査体制を備えて
いる。

・緊急連絡体制表等、施工体制に係る
現場掲示物に記載間違いなく公衆から
見やすい場所に掲示している。

・作業主任者等の技術者氏名が間違い
がなく掲示している。

・現場に対する支援体制を整えてい
る。会社内で現場を補助する補助者と
役割を決めていることを確認できる。

119

1-Ⅰ-9

確
認

確
認

確
認

17B

1-Ⅰ-1

118

1-Ⅰ-8

117

1-Ⅰ-7

・建設業法に定められた建設業許可標識
を公衆の見やすい場所に設置し、監理技
術者（補佐含む）または主任技術者を正
しく記載している。

16B

1-Ⅰ-1
1-Ⅱ-9

 現場施工時に確認する。また、工事写真に写っている業者が届け出され
ているかを確認する。

 掲示物の確認については、工事現場における施工体制点検チェックリス
トによる点検時の結果等をもとに判定し、是正指導等がなければ判定欄に
チェックを入れる。

 工事中に元請けが出来形管理や写真管理を適切に行っておることが分か
ればOKとし、現場管理や写真管理等を下請け任せにしており、下請けの
提出書類をそのまま発注者に提出しているようであれば空欄とする。

提
出

提
出

確
認

確
認

Ⅰ
施
工
体
制
一
般

●施工体制台帳
 施工体系図

 現場施工に関与する業者は体系図に記載し、労働災害や工事事故が発生
した際の備えとして注文者との関係を明確にしておく。

 設計書に工場管理費を計上する工事の際に、工場の管理技術
者を適切に配置していることが書面上で確認できるものが施工
前に提出されていれば評価する。

 掲示物の確認(サイズ規定あり：縦25㎝以上×横35㎝以上)については、
工事現場における施工体制点検チェックリストによる点検時の結果等をも
とに判定。

 現場施工にあたり、元請けが下請けに対し指導していることが確認でき
ればOKとし、下請け任せにしているようであれば空欄とする。

 事象が発生した場合に評価の対象とし、完成時にその内容について判定
し、適切な対応がとられていれば完成時の欄にチェックを入れる。

 支援体制が整備されていることが施工計画書の施工体制の欄に記載され
てるなど、補助者の役割を明確にしていることが確認できれば対象とし、
完成時にその内容について判定し、適切な対応がとられていれば完成時の
欄にチェックを入れる。（監理技術者補佐の配置工事を含む）

 掲示物の確認については、工事現場における施工体制点検チェックリス
トによる点検時の結果等をもとに判定し、是正指導等がなければ判定欄に
チェックを入れる。

 作業主任者等の配置が必要な作業がある場合、現場掲示がされたか確認
する。掲示物の確認については、工事現場における施工体制点検チェック
リストによる点検時の結果等をもとに判定し、是正指導等がなければ判定
欄にチェックを入れる。

○一括下請負の
 禁止

○建設業許可
 標識



○現場代理人

（施工時 １回／月程度）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

○専門技術者
( )

（施工計画時、施工時適宜）

○作業主任者等
( )

（施工計画時、施工時適宜）

( )

（当初契約後）

( )

（当初契約後）

（着手前）

（着手前）

（施工時 １回／月程度）

（施工時、打合せ時）

（施工時、打合せ時）

●工事測量
( )

（施工時、打合せ時）

（施工時、打合せ時）

（施工時、打合せ時）

○監理技術者
（補佐含む）
（主任技術者）

技術者配置の必要
がある場合対象

全工事対象

18

1-Ⅱ-1

作業主任者等を必
要とする作業があ
る場合対象

全工事対象
(兼務の場合注意)

23

1-Ⅱ-1

24

1-Ⅱ-1

全工事対象

確
認

確
認

全工事対象

全工事対象

確
認

提
出

提
出

確
認

126④

1-Ⅱ-6

提
出

126①

1-Ⅱ-6

確
認

・写真管理基準等に基づき工事写真を
適切に作成し、整理している。

126③

1-Ⅱ-6

22B

1-Ⅱ-1

・施工管理基準等に基づく書類を適切
に作成し、整理している。

・共通仕様書に基づく書類を適切に作
成し、整理している。

全工事対象

・配置技術者が現場に常駐していた。

・施工計画や工事に係る工程、技術的
事項を把握し、主体的に係わってい
た。

全工事対象

確
認

全工事対象

全工事対象

・資格者証の内容を確認した。

20

1-Ⅱ-1
1-Ⅱ-2

全工事対象

確
認

全工事対象

・工事着手後に測量を実施し、結果を
提出している。

126②

1-Ⅱ-6

 作業主任者等の配置有無について確認する。施工計画書の記載及び新規
入場者教育や安全ミーティング（KY活動）等の記録で確認できればOKと
する。施工プロセスチェック１７Cは掲示についての確認なので注意す
る。

 専門技術者とは、建設業法の業種に基づく専門工事がある場合に元請け
人が配置する技術者のこと。下請けにて配置する場合は専門技術者とは呼
ばないので注意。

提
出

専門技術者を選任
し配置している場
合対象

・契約締結後14日以内に提出され、資
格証または経歴書を添付している。

・作業主任者等を選任し、配置してい
る。配置の場合、配置が確認できるよ
う施工計画書に記載している。

123②

1-Ⅱ-3

提
出

・現場代理人は、監督職員との連絡調
整及び対応を書面で行っており、書類
の提出、提示が適切に行われている。
（施工時適宜）
・専門技術者を専任し、配置してい
る。主任技術者等通知書に記載してい
る。

21B

1-Ⅱ-1
1-Ⅱ-2

・施工前に提出され、資格証または経
歴書を添付している。

19

1-Ⅱ-1
1-Ⅱ-5

・現場代理人は、現場に常駐してい
る。

確
認

確
認

22A

1-Ⅱ-1

・現場代理人に工事目的物完成のため
の姿勢、熱意、技術レベルがある。

21A

1-Ⅱ-1
1-Ⅱ-2

123①

1-Ⅱ-3

 着手から完成までの期間の現場代理人の対応を判断し、現場代理人から
提出される書面提出等の対応を判断する。提出書類に遅れや提出漏れがあ
る場合は加点しない。

確
認

確
認

 現場体制の確認については、工事現場における施工体制点検チェックリ
ストによる点検時の結果をもとに判定し、是正指導等がなければ完成時の
欄にチェックを入れる。

 提出された工事写真の作成状況や整理状況、撮影頻度についてチェック
する。不備がない場合判定をOKとする。

全工事対象
25

1-Ⅱ-1
1-Ⅱ-10

・現場代理人が工事全体を把握し、施
工方法、工程管理、品質管理を総合的
に実施している。

全工事対象

・通知のあった技術者、施工体制台帳
記載の技術者、監理技術者証の技術者
及び本人が同一であった。

●舗装技術者
 通知書

●現場代理人
 等通知書

１
施
工
体
制

Ⅱ
配
置
技
術
者
／
現
場
代
理
人
･
監
理
技
術
者
・
監
理
技
術
者
補
佐
･
主
任
技
術
者  書面等の提出について確認する。

 資格証の内容を確認する。

 現場体制の確認については、工事現場における施工体制点検チェックリ
ストによる点検時の結果をもとに判定し、是正指導等がなければ判定欄に
チェックを入れる。

 着手から完成までの期間の現場代理人の対応を判断し、現場代理人の管
理に対する対応を判断する。

 監理技術者（補佐含む）、主任技術者が当該工事に関与していることが
確認できればOKとする。とくに、技術的事項の把握を評価する。

 着手から完成までの期間の現場代理人の対応を判断し、現場代理人の技
術レベルに対する対応を判断する。

 現場体制の確認については、工事現場における施工体制点検チェックリ
ストによる点検時の結果をもとに判定し、是正指導等がなければ完成時の
欄にチェックを入れる。

 舗装技術者の配置にあたり、書面による提出がされているかを確認す
る。

 共通仕様書に基づく各種書類の作成状況についてチェックする（ウィー
クリースタンスも含む）。間違えや差替えがない場合判定をOKとする。

 共通仕様書1-1-40工事測量が実施され、結果が提出されていることを確
認する。

 施工管理基準に基づく各種書類の作成状況や管理頻度についてチェック
する。間違えや差替えがない場合判定をOKとする。



（施工時、打合せ時）

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

（施工時、打合せ時）

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

（施工時適宜）

○現場技術者

（施工時適宜）

（施工時適宜）

( )

（着手前）

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

（施工時適宜）

○施工計画書
( )

（着手前）

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

（指示後、施工方法変更時）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（着手前、変更時）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

●材料承諾
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

（施工時適宜）

全工事対象

施工計画書の内容
に変更があった場
合対象

確
認

27

1-Ⅱ-1

33

1-Ⅰ-6
2-Ⅰ-1

提
出

確
認

127②

1-Ⅱ-7

提
出

34

2-Ⅰ-1
2-Ⅰ-2

使用材料の承諾が
提出された場合対
象

現場条件が変化し
た場合対象

全工事対象

下請けがいる場合
対象

提
出

全工事対象

全工事対象

全工事対象

提
出

確
認

確
認

確
認

・現場技術員との対応が適切である。

・施工計画書の記載内容が基準書に沿
う内容になっている。

26

1-Ⅱ-1

・現場条件の変化に対して、その事実
が確認できる資料を書面(契約書第18
条第1項第4号、5号)により監督員へ通
知している。

・施工上の課題となる条件(作業環境、
気象、地質等)への対応を施工計画書に
記載し、対応した。
（施工時、打合せ時）

128

1-Ⅱ-8

・施工計画書（作業手順書等）の記載
内容と現場施工方法が一致している。

32

1-Ⅰ-6
2-Ⅰ-1

・施工計画書を工事始期日以降30日以
内に提出した。

・材料承諾が不足なく提出されてい
る。協議、承諾の手続きがされた。 提

出

214

2-Ⅰ-4

・工事で使用する指定材料の品質証明
書及び写真が整理され、適切に管理し
ている。

・現場着手前に請負契約約款第１８条第１
項第１号から３号に係わる設計図書の照査
を行い、所定の書面にて提出した。

30

1-Ⅱ-1
2-Ⅰ-3

・下請負者が静岡市の工事指名競争参
加資格者である場合には、指名停止期
間中でない。

確
認

確
認

・記載内容が、設計図書、現場条件
（周辺状況、制約条件）等を反映して
いる。

全工事対象確
認

確
認

35B

2-Ⅰ-1
2-Ⅰ-8

35A

2-Ⅰ-1
2-Ⅰ-8

材料を使用する場
合対象

・工事材料の品質に影響のないよう保
管されていることが確認できる。

材料を保管する場
合対象

確
認

・契約書、設計図書、適用すべき基準
等を理解し、施工に反映している。

127①

1-Ⅱ-7

 工事完成時に、当該項目について判定する。
 現場技術員とは、コンサルタント等に現場管理を委託した場合に配置さ
れる技術者。

確
認

現場技術員がいる
場合対象

課題となる条件が
あった場合対象

全工事対象

 工事完成時に、配置技術者の理解について判定する。完成検査等で検査
員から指摘があった場合は判定に反映させる。

 施工時全体を加味し工事完成時に、当該項目について判定する。
 創意工夫と区別し、創意工夫では加点されない内容であっても些細な工
夫や提案があれば評価する。施工計画書等の記載にて判断する。

全工事対象

○施工管理
・工事材料管理
・品質管理

・施工方法等の変更に伴い、変更施工
計画書（作業手順書）を施工に先立ち
提出した。

31B

1-Ⅰ-2
2-Ⅰ-1

Ⅰ
施
工
管
理

31A

1-Ⅰ-2
2-Ⅰ-1

29

1-Ⅱ-1
1-Ⅱ-4

28

1-Ⅱ-1

○設計図書の
 照査等

２
施
工
状
況

・施工に先立ち、工夫又は提案をもっ
て工事を進めている。

・記載内容と現場施工体制が一致して
いる。

Ⅰ
施
工
管
理

Ⅱ
配
置
技
術
者
／
現
場
代
理
人
･
監
理
技
術
者
･
監
理
技
術
者
補
佐
・
主
任
技
術
者

 施工計画書の記載内容のとおりに現場施工がされているかを確認（施工
現場での確認、工事写真帳での確認）。なお、各種報告書が提出されてい
る場合、その計画書（手順書等）の有無も確認する。

 施工計画書が他現場の使い回しになっていないか、緊急連絡先、避難場
所、現場条件等を反映した記載となっているかを確認する。

 鋼材等の製品がさびないように養生がされているか、材料を直置きし損
傷するような扱いをしていないか、通行人から手の届く場所にある場合は
荷崩れなどを起こさない状態で管理し、シート養生や囲いが適切にされて
いるかを確認。

 日常からの管理が適切にされており完成図書が速やかに提出された場合
にOKとし、完成図書に品質証明書類等に不備があればチェックしない。
 完成時に判定する。

 施工計画書の提出について判定。施工計画書は提出されたが、着手が実
質的に遅れた場合には施工プロセスチェックリスト４１にて判定する。

 施工時に適宜確認し、工事完成時に当該項目について判定する。

 設計照査については、設計図書の確認として相違がない場合でも実施
し、その報告を書面にて着手前に提出されたことを確認する。所定の書面
については、共通仕様書巻末資料を参照する。

 施工時に適宜確認し、工事完成時に当該項目について判定する。

○下請負者の
 把握



●材料確認書

（検査前）

●品質証明書

（検査前）
●出荷証明書

（検査前）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

（施工時適宜）

（施工時適宜）

●現場着手
( )

（着手時）

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

（施工時適宜）

確
認

・現場内の整理整頓を日常的に行って
いることが確認できる。

確
認

37D

2-Ⅰ-1
2-Ⅰ-6

37F

2-Ⅰ-1
2-Ⅰ-6

提
出

37A

2-Ⅰ-1
2-Ⅰ-5

品質管理の必要が
ある場合対象

全工事対象

219

2-Ⅰ-9

提
示

全工事対象

確
認

37E

2-Ⅰ-1
2-Ⅰ-6

35D

2-Ⅰ-1
2-Ⅰ-8

35C

2-Ⅰ-1
2-Ⅰ-8

提
出

全工事対象

品質管理の必要が
ある場合対象

出来形管理の必要
がある場合対象

36

2-Ⅰ-1

特記仕様等で特別
な定めがある場合
対象

立会い等があった
場合対象

・日常の品質管理が写真管理項目を満
足している。

41

2-Ⅰ-1

・品質確保のための対策など施工に関
する工夫が書面で確認できる。

確
認

提
出

・出来形管理表が不足なく提出され
た。

出来形管理の必要
がある場合対象

・品質管理表が不足なく提出された。

材料を使用する場
合対象

材料を使用する場
合対象

・使用材料の品質証明書類が整備さ
れ、検査前に提出された。

・工事打合せ記録を不足なく整理して
いる。

・品質管理が施工計画書に基づき適時
的確に行なわれていることが確認でき
る。

・出来形管理が施工計画書に基づき適
時的確に行なわれていることが確認で
きる。

・日常の出来形管理が写真管理項目を
満足している。

材料を使用する場
合対象

出来形管理の必要
がある場合対象

品質管理の必要が
ある場合対象

・材料確認書に搬入時検査の記録が整
備されている。

217

2-Ⅰ-7

37B

2-Ⅰ-1
2-Ⅰ-5

提
出

提
出

37C

2-Ⅰ-1
2-Ⅰ-5

確
認

・使用材料の出荷証明書類が整備さ
れ、検査前に提出された。

35E

2-Ⅰ-1
2-Ⅰ-8

提
出

提
出

 書面にて提出されているかを確認する。創意工夫（品質）提出や施工計
画書に記載があるかを確認する。何もない場合は判定欄を空欄とする。

 施工計画書の提出とは別に判定。実質的に30日以内に現場着手されたか
を確認。工事記録簿等で進捗を判断。現場着手が遅れた場合は判定を空欄
とする。現場着手とは準備工事(現場事務所等の設置)や測量を含める。

 施工時に適宜確認し、工事完成時に当該項目について判定する。

 施工時に適宜確認し、工事完成時に当該項目について判定する。

○検査（確認を
含む）及び立会
い等の調整

●立会願・段階
確認

○支給品及び
 貸与品

提
出

段階確認がある場
合対象

全工事対象

確
認

確
認

39

2-Ⅰ-1

・段階確認の確認時期が適切である。

・監督員の確認にあたって、あらかじ
め段階確認・立会願を提出している。

・受領予定14日前までに、品名、数
量、品質、規格又は性能を記した要求
書を提出した。

40

2-Ⅰ-1

42

2-Ⅰ-1

支給品がある場合
対象

・特記仕様書等に定められた事項や独
自の取組みについて、書面による記録
がある。

38

2-Ⅰ-1

・工事始期日以降30日以内に工事着手
した。

提
出

Ⅰ
施
工
管
理

Ⅰ
施
工
管
理

 施工時に適宜確認し、工事完成時に当該項目について判定する。
 登録基幹技能者や配管技術者等を配置した場合はこの項目にて評価す
る。

 施工時に適宜確認し、工事完成時に当該項目について判定する。

 共通仕様書（表１−１段階確認一覧表）に記載の時期に実施されている
かを判定。このほかに、検査時に不可視となる箇所が施工計画書に記載し
た段階確認の確認時期、内容及び頻度が適切であるかを判定する。

 施工時に適宜確認し、工事完成時に当該項目について判定する。

 工事打合せ記録は受注者が下請けに指示した内容や監督員との調整、地
元との調整した記録等を整備しているか、完成図書提出時に提示にて確認
する。（工事打合せ記録は、共通仕様書巻末資料を参照する。）

 材料確認書は施工時適宜作成し管理する。監督員が検査して使用するこ
ととした材料について、段階確認等で検査を実施し合格とした場合は材料
確認書を監督員が確認する。受注者による確認は行わない。

 ロットNo等の製品番号が確認できるとともに、
完成図書に不足なく添付されているかを確認する。

 基本的にはすべての材料について出荷証明書が提出される。出荷証明書
を作成しない材料メーカーや工場については、伝票等の写しを提出する。

 施工時に適宜確認し、安全パトロール等で指示や指摘がなかったかを判
定要素とし、工事完成時に当該項目について判定する。

 施工時に適宜確認し、工事完成時に当該項目について判定する。

 施工時に適宜確認し、工事完成時に当該項目について判定する。



（施工時適宜）

○搬出調書

（検査前）

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

（施工前）

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

（施工時適宜）

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

（施工前）

( )

（施工時適宜）

（完成時）

( )

（対象工種着手前）

（施工時適宜）

（施工時 1回程度）

○工程管理

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

○コブリス

全工事対象

提
出

提
示

全工事対象

確
認

44B

2-Ⅰ-1
2-Ⅰ-10

提
示

副産物及び再生資
源利用がある場合
対象

副産物及び再生資
源利用がある場合
対象

提
出

副産物がある場合
対象

・時間制限や片側交互通行等の各種規
制への対応が適切で、大きな工程の遅
れがない。

設計図書に機械指
定されている場合
対象

45B

2-Ⅰ-1
2-Ⅰ-10

確
認

47

2-Ⅱ-1
2-Ⅱ-3

副産物及び再生資
源利用がある場合
対象

提
示

224

2-Ⅱ-4

226

2-Ⅱ-6

・現場条件の変化への対応が迅速で、
施工の停滞がみられない。

48

2-Ⅱ-1

・地元調整を積極的に行い、その結果
が書類で確認できる。

・建設リサイクル法の届出がされた際
のシールが現場に張り付けられてい
る。

・完成時に再生資源利用実施書及び再
生資源利用促進実施書を所定の様式に
基づき作成し提出した。

・建設リサイクル法の対象工事の場
合、工事届出の手続きがされている。

222

2-Ⅱ-2

225

2-Ⅱ-5

規制により、作業
に制限がある場合
対象

当該取り組みを
行っている場合対
象

・工程の進捗を早めるための取り組み
を行っており、その確認ができる資料
がある。

確
認

○建設副産物及
 び建設廃棄物

副産物がある場合
対象

副産物及び再生資
源利用がある場合
対象

○建設リサイク
 ル法届出

○指定建設
 機械類の確認

43D

2-Ⅰ-1
2-Ⅰ-10

副産物がある場合
対象

〇運搬処分等
 委託契約

・建設発生土の搬出先を変更する場
合、事前に協議し書面を提出した。

43C

2-Ⅰ-1
2-Ⅰ-10

発生土の搬出先に
変更がある場合対
象

・受注者は、産業廃棄物管理票(ﾏﾆﾌｪｽ
ﾄ)または電子ﾏﾆﾌｪｽﾄにより、適正に処
理されていることを確認し提示した。

43B

2-Ⅰ-1
2-Ⅰ-10

提
示

・再生資源利用計画書及び利用促進計画書
を所定の様式に基づき作成し、施工計画書
に含め提出するとともに、公衆の見えやす
い場所へ掲示している。

確
認

・建設副産物の搬出先を変更する場
合、事前に書面にて協議した。

43A

2-Ⅰ-1
2-Ⅰ-10

45A

2-Ⅰ-1
2-Ⅰ-10

46

2-Ⅰ-1
2-Ⅰ-11

提
示

提
出

提
出

43E

2-Ⅰ-1
2-Ⅰ-10

44A

2-Ⅰ-1
2-Ⅰ-10

提
出

・施工計画書に記載した指定建設機械
（排出ガス対策型・低騒音型・低振動
型建設機械）を使用している。

・建設発生土等を搬出した際、書面に
て記録を作成し提示した。

確
認

確
認

・処分又は運搬を委託する場合、委託
契約書の写しを整備保管し、請求した
際に提示した。

●工事工程
 月報

・工程に与える要因を把握し、それら
を反映した工程表を作成している。Ⅱ

工
程
管
理

Ⅱ
工
程
管
理

２
施
工
状
況

 搬出調書を作成し提示を請求し判定する。

現場条件が変化し
た場合対象

全工事対象

発生土がある場合
対象

・フォローアップ等を実施し、適切に
工程の管理を行っている。

 工事完成時に当該項目についてマニフェスト等の提示を請求し判定す
る。

Ⅰ
施
工
管
理

( )コブリスＩＤ

 提出された工程表が、工事条件や現場条件を反映し、工程に与える要因
を把握していればＯＫとする。適正工期を踏まえ、完成までに要する期日
の確認が行われたかを判定する。受注者の責により着手や施工が遅れたこ
とで工期延長した場合は判定欄を空欄とする。

 全体工程表以外に工程を遵守するための詳細な工程表を作成するなど、
工程を適切に管理したことが確認できればＯＫとする。

 条件変更等（支持地盤の変化等で工法や作業内容の変更）に伴う施工の
停滞がなければＯＫとする。

 地元との調整を積極的に実施したことで工期延長が発生しなかったこと
及びその記録を確認し判定する。

 各種規制への対応が不適切で、工程に回復できない遅れが発生し、工期
延長した場合は判定を空欄とする。

 施工時に適宜現場確認し、工事完成時に書類の提示にて当該項目につい
て判定する。

 施工時に適宜確認し、工事完成時に当該項目を判定する。

 建設リサイクル法の届け出を行った際に受け取るシールは、現場の建設
業許可票の右上または右下に掲示されていることを確認する。

 受注者から説明書等が提出され、工事発注課が建築安全推進課又は都市
計画事務所に届け出を行いシールの発行を受ける。

 施工時に適宜確認し、工事完成時に当該項目を判定する。

 施工時に適宜確認し、工事完成時に写真帳等で施工計画書に記載されて
いる指定機械と一致しているかを確認する。



( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

（施工時適宜）

●工事記録簿

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

○安全対策

（施工時 １回／月以上）

（施工時適宜）

○安全訓練
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

（施工時適宜）

○安全対策

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

○安全対策

（施工時 １回／月程度）

（施工時適宜）

●工事工程
 月報

・作業員の休日の確保を行った記録が
工事記録簿に整理されている。

提
出

全工事対象

全工事対象

確
認

53

2-Ⅲ-1

・工事工程月報が毎月10日までに提出
された。
・適切な工程管理を行い、月の工程に
10%以上の遅れがない。

大型特殊車両によ
る運搬、搬入があ
る場合対象

・計画工程以外の時間外作業がほとん
どない。

提
示

Ⅲ
安
全
対
策

55B

2-Ⅲ-1

提
示

機械使用がある場
合対象

提
示

・工事期間を通じて、労働･公共災害
が発生しなかった。

・店社パトロールを実施し、記録が整
理されている。

・災害防止協議会を設置し、活動記録
が記載され、実施が確認できる。安全
衛生委員会とは別。

49B

2-Ⅱ-1
2-Ⅱ-8

提
出

機械使用がある場
合対象

・休日作業届が不足なく提出された。

・安全・訓練等を実施し、実施記録が
工事工程月報とともに提出された。
・安全・訓練等は作業員全員の参加に
より月当たり半日以上実施したことが
確認できる。（ただし、交通誘導員や
月当たり1日未満の作業、主たる工種
以外の作業員等は対象外。）

49A

2-Ⅱ-1
2-Ⅱ-8

・使用機械、車輌等の点検整備等が管
理され、記録がある。

・新規入場者教育を実施し、記録があ
る。

全工事対象

50

2-Ⅲ-1
2-Ⅲ-2

229

2-Ⅱ-9

52

2-Ⅲ-1
2-Ⅲ-3

全工事対象

提
出

確
認

提
示

全工事対象

提
示

提
示

提
示

・過積載防止に取り組んでいる記録が
ある。

確
認

過積載の対象とな
る運搬作業がある
場合対象

全工事対象

全工事対象

全工事対象

提
示

227

2-Ⅱ-7

 休日作業届が工事記録簿の休日作業の記載と不整合なく提出されている
ことを確認し、判定する。
 休日作業がなかった場合は、両方にチェックを入れる。

全工事対象

下請けがいる場合
対象

・大型特殊車両による運搬がある場
合、元請けが運搬計画通り運行してい
ることを確認できる。

Ⅲ
安
全
対
策

55A

2-Ⅲ-1
2-Ⅲ-6

51

2-Ⅲ-1

57

2-Ⅲ-1

・重機操作で、重機と人との行動範囲
の分離措置の点検記録等がある。

54

2-Ⅲ-1
2-Ⅲ-4

235

2-Ⅲ-5

56

2-Ⅲ-1

・安全巡視、ＴＢＭ、ＫＹ等を実施
し、記録がある。

 施工時に適宜現場確認し、工事完成時に書類の提示にて当該項目につい
て判定する。

 施工時に車両系建設機械の作業計画を確認するなど、工事完成時に書類
の提示にて当該項目について判定する。

 施工時に適宜現場確認し、工事完成時に書類の提示にて当該項目につい
て判定する。

 施工時に適宜現場確認し、工事完成時に書類の提示にて当該項目につい
て判定する。

 工事完成時に当該項目について判定する。

 施工時に適宜現場確認し、工事完成時に書類や写真等の提示にて当該項
目について判定する。

 施工時に適宜現場確認し、工事完成時に書類の提示にて当該項目につい
て判定する。
①施工計画書への記載
②走行地点（出発、途中、到着）の写真を確認。
③通行許可証の写しの提示。
④車両通行記録計（タコグラフ）の写しの提示（夜間走行時のみ）

 施工時に適宜現場確認し、工事完成時に書類の提示にて当該項目につい
て判定する。

 工事記録簿に代休や振替休日の記載があり、不整合がないことを確認
し、判定する。

 工事記録簿等で確認し、休日作業や時間外作業がない場合に加点し、休
日作業、時間外作業が発生している場合は加点しない。現場条件や社会的
要請を加味して判定する。

 災害防止協議会は、元請けが下請けの職長（安全衛生管理者または主任
技術者）に対し現場条件や作業環境について説明や指示を行うもの。下請
けが現場に入る前に実施していることを確認する。

Ⅱ
工
程
管
理



○安全対策

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

○地下埋設物

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

○関係機関等

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

（施工時適宜）

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

246

2-Ⅳ-6

関連工事があり調
整が必要な場合対
象

・工事の目的及び内容を工事看板など
により地域住民や通行者等にわかりや
すく周知している。

・第三者からの苦情がない、もしく
は、苦情対応を適切に行い、その記録
がある。

244

2-Ⅳ-4

全工事対象

・ロープ高所作業がある場合、ライフ
ラインを設置し作業していることが確
認できる。

231②

2-Ⅲ-1

確
認

・ロープ高所作業がある場合、作業計
画を策定、作業指揮者を定め、安全管
理の記録がある。

・足場や(型枠)支保工の組立完了時や
使用中の点検及び管理がチェックリス
ト等により実施され、記録がある。

全工事対象

提
示

詳細な説明看板等
を設置した場合対
象

 請負代金額4,500万円以上の工事に
あっては総括監督員もしくは主任監督
員が１回以上の点検を実施する。

・関係官公庁等の関係機関との折衝及
び調整をした記録がある。

239②

2-Ⅲ-9

62

2-Ⅳ-1
2-Ⅳ-2

確
認

・隣接工事又は施工上密接に関連する
工事の請負業者と相互に協力を行って
いる記録がある。

提
示

提
示

・工事現場等における施工体制点検
チェックを実施した日付を記入し、現
場指摘があった回はチェックしない。

確
認

提
示

提
示

64

2-Ⅳ-1
2-Ⅳ-5

Ⅳ
対
外
関
係

・地元住民等との施工上必要な交渉、
工事の施工に関しての苦情対策を適切
に行い、記録がある。

231①

2-Ⅲ-1

・架空線等に関する事故防止対策に取
り組んでいる。

ロープ高所作業が
ある場合

ロープ高所作業が
ある場合

当該取り組みが必
要な場合対象

当該作業がある場
合対象

保安設備を使用し
た場合対象

当該作業がある場
合対象

全工事対象

確
認

確
認

・地下埋設物に関する事故防止対策に
取り組んでいる。

63

2-Ⅳ-1
2-Ⅳ-3

当該取り組みが必
要な場合対象

61

2-Ⅲ-1
2-Ⅲ-8

提
示

・保安施設等の整理・設置・管理が的
確であり、記録がある。

59

2-Ⅲ-1
2-Ⅲ-7

・各種安全パトロールでの指摘事項や
是正事項について、速やかに対応を図
り、是正報告した記録がある。

○安全
  パトロール
 の指摘事項の
 処理

 通常の工事看板にプラスして将来像や工事内容の説明をしている場合に
チェックを入れる。イメージアップ経費にて計上しているものについては
対象外とする。

 施工時に適宜現場確認し、工事完成時に書類の提示にて当該項目につい
て判定する。

 施工時に適宜現場確認し、工事完成時に書類の提示にて当該項目につい
て判定する。

 施工時に適宜現場確認し、工事完成時に書類の提示にて当該項目につい
て判定する。

全工事対象

当該調整がある場
合対象確

認

提
示

・山留め(支保工)、仮締切等の設置後
の点検及び管理の記録がある。

239①

2-Ⅲ-9

○共通仕様書
 作業主任者等

58

2-Ⅲ-1
2-Ⅲ-7

60

2-Ⅲ-1
2-Ⅲ-8

 地元調整、苦情対策が適切かどうかに加え、その記録の有無について判
定。

 通行人等の第三者（近隣住民以外）からの苦情の有無及び、その対応に
ついて判定する。

 道路管理者、河川管理者、交通管理者等との調整を対象とする。対応が
あった場合に所定の様式により記録が整理されていることを提示にて確認
する。（所定の様式は、共通仕様書巻末資料を参照する。）

 施工時に適宜現場確認し、工事完成時に書類の提示にて当該項目につい
て判定する。是正指示がない場合はＯＫとする。

 施工時に適宜現場確認し、工事完成時に書類の提示にて当該項目につい
て判定する。実際に事故が発生した場合はその取り組み状況について判定
する。

○施工体制
 チェック
 リスト

 施工時に適宜現場確認し、工事完成時に報告書類にて当該項目について
判定する。実際に事故が発生した場合はその取り組み状況について判定す
る。

 ロープ高所作業とは高さが２メートル以上の箇所であって、作業床を設
けることが困難なところでの作業。施工時に適宜現場確認し、工事完成時
に作業計画の提示にて当該項目について判定する。

 施工時に適宜現場確認し、提出された工事写真等で確認し、判定する。

Ⅲ
安
全
対
策

 施工時に適宜現場確認し、工事完成時に書類の提示にて当該項目につい
て判定する。


